
新事業進出・ものづくり商業サービス補助金

とは？制度概要や補助対象事業などを解

説 

 

※記事内容は、記事更新日時点の情報です。最新の情報は、必ず各公式 HP をご確認ください。 

 

新事業進出・ものづくり商業サービス補助金は、令和 8年度から「中小企業新事業進出補助金」と「もの

づくり・商業・サービス生産性向上促進補助金」を統合し、新たな制度として実施しています。 

 

新制度では 3つの申請枠を設けたほか、旧制度から申請要件や補助上限額などの一部を見直しました。 

 

そこでこの記事では、新事業進出・ものづくり商業サービス補助金の制度概要や補助対象事業等に加え

て、旧制度からの主な変更点などについて解説します。 

 

＜新事業進出・ものづくり商業サービス補助金 概要＞ 

申請枠 補助対象事業 補助率 補助上限額 

革新的新製品・ 

サービス枠 

革新的な新製品・新サービスの開発や提

供に向けた取組 

中小企業：1/2 

（条件により

2/3） 

小規模：2/3 

最大 3,500

万円 

新事業進出枠 既存事業とは異なる新市場・高付加価

値事業への進出に向けた取組 

中小企業：1/2 

（条件により

2/3） 

最大 9,000

万円 

グローバル枠 海外市場開拓（輸出）に向けた国内の

輸出体制強化の取組 

中小企業：2/3 最大 9,000

万円 



新事業進出・ものづくり商業サービス補助金とは？ 

 

出典：新事業進出・ものづくり商業サービス補助金 

掲載ページ：中小企業庁 支援策チラシ一覧 

 

新事業進出・ものづくり商業サービス補助金は、中小企業者等が技術的革新性のある製品・サービスの

開発や新市場・高付加価値事業への進出、海外市場開拓に取り組む際の設備投資等を支援する制

度です。 

 

生産性向上や付加価値向上を通じた企業規模の拡大と賃上げの実現を目的としています。 

 

3 つの補助対象事業枠 

新事業進出・ものづくり商業サービス補助金では、「革新的新製品・サービス枠」「新事業進出枠」「グロー

バル枠」の 3 つの補助対象事業枠を設けています。 

 

自社の事業展開の目的に応じて、適切な補助対象事業枠を選択しましょう。 

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/support/hojyokin/shinjigyou-monodukuri.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/support.html


革新的新製品・サービス枠 

革新的新製品・サービス枠は、革新的な新製品・新サービス開発の取組を支援する補助対象事業枠で

す。 

 

顧客等に新たな価値を提供することを目的として、自社の技術力等を活かした新製品・新サービスの開発

が対象となります。 

 

既存の製品・サービスの生産等のプロセスを改善・向上する取組のみを行う事業は、補助対象となりませ

ん。 

 

＜補助対象経費＞ 

機械装置・システム構築費、運搬費、技術導入費、知的財産権等関連経費、外注費、専門家経費、

クラウドサービス利用費、原材料費、広告宣伝・販売促進費 

 

※機械装置・システム構築費を必ず補助対象経費に含める必要があります。 

 

＜補助率・補助上限額＞ 

補助率・補助上限額は、従業員数や企業規模等により異なります。 

従業員数 補助率 補助上限額 賃上げ特例適用時 

1～5人 中小企業者：1/2（2/3） 

小規模・再生事業者等：2/3 

750万円 850万円 

6～20人 1,000万円 1,250万円 

21～50人 1,500万円 2,500万円 

51人以上 2,500万円 3,500万円 

※地域別最低賃金引上げ特例の適用による補助率の引上げを受ける事業者の場合、括弧内の補助

率を適用 

 

＜活用イメージ＞ 

1. 最新複合加工機を導入し、これまで対応できなかった精密加工が可能になり、より付加価値の

高い新製品を開発 

 



2. 新たにデジタル印刷機や包装機を導入し、従来とは異なる新デザインのパッケージで製品を販売 

新事業進出枠 

新事業進出枠は、既存事業とは異なる「新市場・高付加価値事業」への進出を支援する補助対象事

業枠です。 

 

補助対象となるのは、自社にとって新規性のある製品・サービスを、新たな市場に向けて展開する事業で

す。 

 

ここでの新規性とは、補助事業に取り組む中小企業者等にとっての新規性を指し、日本初・世界初であ

る必要はありません。 

 

また、申請予定公募回の公募開始日以降に初めて取り組む事業を「新規性」を有するものとみなします。 

 

なお、過去に製造・提供していた製品・サービスを再び製造・提供する取組は補助対象外です。 

 

また、新たな市場とは、既存事業とは異なるニーズや顧客層を対象とする市場を指します。 

参考：新市場・高付加価値事業とは 

新市場・高付加価値事業とは、既存事業とは異なる新たな市場へ進出し、より高い付加価値を持つ製

品・サービスを提供する事業を指します。 

 

「新市場」とは、自社がこれまで対象としていなかった顧客層やニーズを持つ市場です。一方、「高付加価

値事業」とは、技術やノウハウなどを活用して、既存事業よりも高い付加価値を創出する事業を指します。 

 

新事業進出枠では、自社の事業が新市場・高付加価値事業に該当するかどうかが重要なポイントです。

申請を検討する際は、自社の事業が要件を満たしているかを確認しましょう。 

 

参照：独立行政法人 中小企業基盤整備機構 新市場・高付加価値事業とは 

掲載ページ：ミラサポ Plus 【補助金】新事業進出・ものづくり商業サービス補助金の第１回公募要領を

公開【申請受付期間：8/31～9/30】 

 

＜補助対象経費＞ 

https://mirasapo-plus.go.jp/wordpress/wp-content/uploads/2026/06/30142946/shinmono_new_market_high_value_added_biz_concept-1.pdf
https://mirasapo-plus.go.jp/infomation/33311/
https://mirasapo-plus.go.jp/infomation/33311/


機械装置・システム構築費、建物費、運搬費、技術導入費、知的財産権等関連経費、外注費、専門

家経費、クラウドサービス利用費、原材料費、広告宣伝・販売促進費 

 

※機械装置・システム構築費または建物費のいずれかを必ず補助対象経費に含める必要があります。 

 

＜補助率・補助上限額＞ 

補助率・補助上限額は、従業員数や企業規模等により異なります。 

 

従業員数 補助率 補助上限額 賃上げ特例適用時 

1～20人 中小企業者：1/2（2/3） 2,500万円 3,000万円 

21～50人 4,000万円 5,000万円 

51～100人 5,500万円 7,000万円 

101人以上 7,000万円 9,000万円 

※地域別最低賃金引上げ特例の適用による補助率の引上げを受ける事業者の場合、括弧内の補助

率を適用 

 

＜活用イメージ＞ 

1. 建築事業者が既存事業で取得した独自の建築工法を活用し、新たに工法に最適化された構

造材や接合部材等を製造・販売する事業を展開 

 

2. リサイクル素材や低環境負荷の染色技術を活用し、機能性繊維製品を開発・製造・販売する

事業を展開 

グローバル枠 

グローバル枠は、海外市場開拓（輸出）に向けた国内の輸出体制強化を支援する補助対象事業枠で

す。 

 

補助対象となるのは、自社製品・サービスを活用し、自発的に新たな海外販路を開拓するため、国内の

製造体制等を強化する事業です。 

 



取引先からの要請に応じて海外展開する事業など、自発的な取組ではない事業は補助対象となりませ

ん。 

 

また、新たな海外市場とは、自社にとって新たに進出する国・地域の市場を指します。ここでの「地域」とは、

統計上、国に準じて扱われる領域であり、行政区画ではありません。 

 

＜補助対象経費＞ 

機械装置・システム構築費、建物費、運搬費、技術導入費、知的財産権等関連経費、外注費、専門

家経費、クラウドサービス利用費、原材料費、広告宣伝・販売促進費、海外旅費、通訳・翻訳費 

 

※機械装置・システム構築費または建物費のいずれかを必ず補助対象経費に含める必要があります。 

 

＜補助率・補助上限額＞ 

補助率・補助上限額は、従業員数や企業規模等により異なります。 

 

従業員数 補助率 補助上限額 賃上げ特例適用時 

1～20人 中小企業者：2/3 2,500万円 3,000万円 

21～50人 4,000万円 5,000万円 

51～100人 5,500万円 7,000万円 

101人以上 7,000万円 9,000万円 

 

＜活用イメージ＞ 

1. 海外市場獲得のため、新たな製造機械を導入し新製品の開発を行うとともに、海外展示会に出

展 

 

2. 海外への輸出拡大のため、新たな冷凍加工機を導入し新商品の開発を行い、海外展開 

補助対象事業の要件 

新事業進出・ものづくり商業サービス補助金の補助対象事業には、「基本要件」と「特例措置要件」があ

ります。 



 

補助金の交付を受けるには、基本要件を満たす必要があります。また、補助上限額の引上げなどの特例

措置を受ける場合は、特例措置要件も満たさなければなりません。 

基本要件 

基本要件 内容 

付加価値額要件 付加価値額の年平均成長率が 4.0％以上増加する事業計

画を策定すること 

賃上げ要件 1人あたり給与支給総額の年平均成長率を 3.5%以上増加

させること 

事業場内最賃水準要件 毎年、事業場内最低賃金が補助事業実施場所都道府県に

おける地域別最低賃金より 30円以上高い水準であること 

ワークライフバランス要件 一般事業主行動計画を策定・公表すること 

 

子育て等に関する職場環境整備に

向けた取組要件 

「子育て等に関する職場環境整備」に向けた取組を行うこと 

金融機関要件 （補助事業の実施にあたって金融機関等から資金提供を受

ける場合）資金提供元の金融機関等から事業計画の確認を

受けていること 

 

なお、「賃上げ要件」および「事業場内最低賃金要件」の目標を達成できなかった場合は、補助金返還

義務が生じます。 

特例措置要件 

特例措置要件 内容 

賃上げ特例要件 次の要件をいずれも満たすこと 

（1）「賃上げ要件」の 1人当たり給与支給総額基準値に加

え、更に年平均成長率＋2.5％（合計で年平均成長率＋

6.0％）以上増加させること 



（2）「事業場内最賃水準要件」の事業場内最低賃金基準

値に加え、更に＋20円（合計で＋50円）以上増加させるこ

と 

地域別最低賃金引上げ特例要件 令和 6年 10月から令和 7年 9月までの間で、「当該期間に

おける地域別最低賃金以上～令和 7年度改定の地域別最

低賃金未満」で雇用している従業員が全従業員の 30％以上

である月が 3 か月以上あること 

なお、賃上げ特例を適用する場合は、賃上げ特例要件で定められた賃上げ目標を達成できなかった場

合、補助金返還義務が生じます。 

保険への加入義務について 

補助事業により建設した建物や導入した設備については、事業計画期間終了まで、自然災害（風水害

を含む）による損害を補償する保険または共済へ加入する必要があります。 

 

保険・共済の付保割合は、原則として申請した補助率以上としなければなりません。 

 

また、実績報告時には、保険・共済へ加入していることを証明する書類を提出する必要があります。 

旧制度からの主な変更点 

新事業進出・ものづくり商業サービス補助金では、「中小企業新事業進出補助金」と「ものづくり・商業・サ

ービス生産性向上促進補助金」の内容を引き継ぎつつ、一部の要件や補助内容を見直しています。 

 

各制度の主な変更点は、次のとおりです。 

 

中小企業新事業進出補助金

からの主な変更点 

「新事業売上高要件」を撤廃・見直し 

基本要件に、「子育て等に関する職場環境整備要件」を追加 

※「プラチナくるみん認定」「くるみん認定」「トライくるみん認定」のいずれ

かを取得している事業者は、本要件を免除 

ものづくり・商業・サービス生産

性向上促進補助金 

グローバル枠の補助上限額を 3,000万円から 7,000万円へ拡大

（特例適用なしの場合） 



からの主な変更点 リース会社との共同申請に対応（新制度では 3 つすべての補助対象

事業枠で共同申請が可能） 

「子育て等に関する職場環境整備要件」を追加 

※「プラチナくるみん認定」「くるみん認定」「トライくるみん認定」のいずれ

かを取得している事業者は、本要件を免除 

「付加価値額要件」の水準を年平均 3.0％以上から 4.0％以上へ引

き上げ 

公募スケジュール 

新事業進出・ものづくり商業サービス補助金の第 1回公募スケジュールは、次のとおりです。 

 

公募開始 申請受付 申請締切 採択発表 

令和 8年 6月 29日 令和 8年 9月 30日 令和 8年 10月 30日 令和 9年 1月（予

定） 

まとめ 

この記事では、新事業進出・ものづくり商業サービス補助金の制度概要や補助対象事業等に加えて、旧

制度からの主な変更点について解説しました。 

 

新事業進出・ものづくり商業サービス補助金は、「中小企業新事業進出補助金」と「ものづくり・商業・サー

ビス生産性向上促進補助金」を統合した制度です。 

 

申請を検討する際は、自社の事業内容に適した補助対象事業枠を選択したうえで、基本要件や特例措

置要件、補助対象経費などを確認し、事業計画を策定しましょう。 

 

参照：新事業進出・ものづくり商業サービス補助金 公式 HP 

 

令和 8年 7月 27日 作成：株式会社 Stayway 

https://shinjigyou-monodukuri.smrj.go.jp/

